















































































































































イギリス 1 100 120






































　1 ×(0.0045 p 1＋0.0045 p ２)( 1＋i1)＝1
　100×(0.0045 p 1＋0.0045 p 2)( 1 ＋i1)＝ p 1
　120×(0.0045 p 1＋0.0045 p 2)( 1＋i1)＝ p 2
ここで p 1，p 2 はそれぞれイギリスにおける羅紗，葡萄酒の貨幣価格であり，i1 はイギリス国内における
均等利潤率である９）。ここから柴田の計算によれば p 1 ＝100，p 2 ＝120，i1 ＝1.010101％となる。
　ここでその決定について考えてみよう。まず貨幣の式と他の式を比べてみると，国内では賃金，利潤
率が等しいため p 1 ＝100，p 2 ＝120となることは明らかである。また，貨幣の式は絶対価格を決定する
だけで相対価格 p 1/ p 2，均等利潤率iには影響しない。よって資本，労働の移動が自由な国内において
は，価格方程式のみから価格，利潤率を決定できる 10）。
　同様に考えると，ポルトガルにおいては，
　1 ×(0.0045 p 1 ＋0.0045 p 2)( 1 ＋i2)＝ 1
　90×(0.0045 p 1 ＋0.0045 p 2)( 1 ＋i2)＝ p 1
　80×(0.0045 p 1 ＋0.0045 p 2)( 1 ＋i2)＝ p 2
となる。ここで p 1，p 2 はそれぞれポルトガルにおける羅紗，葡萄酒の貨幣価格であり，i2 はポルトガル










　1 ×(0.004 p 1＋0.004 p 2)＝ (0.004 p 1＋0.004 p 2)
　100×(0.004 p 1＋0.004 p 2)＝ (0.4 p 1＋0.4 p 2)
　120×(0.004 p 1＋0.004 p 2)＝ (0.48 p 1＋0.48 p 2)
となり，ポルトガルにおいてはそのまま
　1 ×(0.0045 p 1＋0.0045 p 2)＝ (0.0045 p 1＋0.0045 p 2)
　90×(0.0045 p 1＋0.0045 p 2)＝ (0.405 p 1＋0.405 p 2)
　80×(0.0045 p 1＋0.0045 p 2)＝ (0.36 p 1＋0.36 p 2)
であるからである。もちろん，この場合の p 1，p 2 は貿易開始後のそれである。比べるとわかるように，
生産費は貨幣と羅紗についてはイギリスのほうが安くなる 11）。
　実際に貿易が行われると，
　1 ×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i )＝ 1





　80×(0.0045 p 1＋0.0045 p 2)( 1＋i )＝ p 2
となり，p 1 ＝100，p 2 ＝90，i＝31.578947％となる






















　1 ×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 1)＝ 1
　100×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 1)＝ p 1
　120×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 1)＝ p 2
となる。ここでi １はイギリスの利潤率である。ここから，p 1 ＝100，p 2 ＝120，i 1 ＝13.636364％となる。
それに対してポルトガルは，
　1 ×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 2)＝ 1
　90×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 2)＝ p 1
　80×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 2)＝ p 2





























となり，先の労働量での順序と変わらない。貿易開始によって p 1，p 2 が等しくなり（よって賃金率は等




生産に移動する。そのため，ここでは 1×(0.004 p 1＋0.004 p 2) ( 1＋ i 2)＞ 1，90×(0.004 p 1＋0.004 p 2) ( 1
＋i 2)＞ p 1，120×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 1)＞ p 2 が成立する。いうまでもないことであるが，これは，
t 2P/t 2E ＜イギリスの賃金率×(1＋i 1)/ポルトガルの賃金率×(1＋i 2)＝ (1＋i 1)/(1＋i 2)＜ t 1P/t 1E ＜ tGP/
t GE が成立することを意味する。
　そして，この場合には，
　1 ×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 1)＝ 1
　100×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 1)＝ p 1










　1 ×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 1)＝ 1 （1）
　100×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 1)＝ p 1 （2）
　80×(0.004 p 1＋0.004 p 2)( 1＋i 2)＝ p 2 （3）
がある。次に両地域の資本供給関数（ある利子率に対してどれだけ資本を供給するかという関数）が，
　320000 i 1 ＝ k 1 （4）
　1024000 i 2 ＝ 9 k 2 （5）

















　k 1 i 1 ＝ p 1N11′＋p 2N12′ （8）
　k 2 i 2 ＝ p 1N21′＋p 2N22′ （9）










　100×(0.004 p 1 ＋0.004 p 2)N1 ＝ k 1 （12）
なる方程式が成立する。これ以外にもポルトガルについての同様な資本需給についての式
　80×(0.004 p 1 ＋0.004 p 2)N2 ＝ k 2 （13）





















　1 ×(R 1 p 1 ＋R２ p 2)( 1＋i１)＝ 1 （1）′
　t1 × (R 1 p 1 ＋R２ p 2)( 1＋i１)＝ p 1 （2）′
　t2 × (R 1 p 1 ＋R２ p 2)( 1＋i２)＝ p 2 （3）′
となる。
　資本供給関数については，
　a i 1 ＝k 1 （4）′




　 p 1 N11′＝αk 1 i 1 （6-1）
　 p 2 N12′＝ (1 －α )k 1 i 1 （6-2）
　 p 1 N21′＝αk 2 i 2 （7-1）
　 p 2 N22′＝ (1 －α )k 2 i 2 （7-2）
となる。
　羅紗，葡萄酒の国際的均衡条件は，
　(t1 N1 ＋t2 N2)R1 ＋ N11′＋N21′＝ N1 （10）′
　(t1 N1 ＋t2 N2)R2 ＋ N12′＋N22′＝ N2 （11）′
となる。いうまでもなく（10）′が羅紗の均衡条件，（11）′が葡萄酒のそれである。
　資本需給式は，
　t1(R1 p 1 ＋R2 p 2)N1 ＝k 1 （12）′













よう。まず（10）′，（11）′の辺々にそれぞれ，p 1，p 2 を掛けたものに（6-1），（6-2），（7-1），（7-2）を代
入すると，
　 p 1(t1 N1 ＋t2 N2)R1 ＋αk 1 i 1 ＋αk 2 i 2 ＝ p 1 N1 （10）′′
　 p 2(t1 N1 ＋t2 N2)R2 ＋(1－α) k 1 i 1 ＋(1－α ) k 2 i 2 ＝ p 2 N2 （11）′′











N2－(t 1N 1+t 2 N2)R1
―










－（t1 N1―N2 +c 2 ）R2











となり，供給比率 N1/N2 が与えられれば，交易条件 p 1/ p 2 が決まる。さらに（1）′と（2）′より p 1＝100
なので p 2 が決まる。
　さて，他方，（12）′の辺々を（13）′の辺々で割ると，
　　
t1( c 1p 1+c 2 p2)
―






























－t2 R2  p 2 　 　 　 　 　 0
となるが，相対価格，利潤率が有意の解をもつためには左辺の積の第一項の行列の行列式は 0 にならな
ければならない。それを整理すると，
　　1 －t1 R1( 1＋ i 1)－ t2 R2( 1＋ i 2)＝ 0
が i 1，i 2 の間に成り立つことがわかる。ここで先に得た i 1/ i 2 ＝ξから i 2 ＝ i 1/ξを代入すると i 1 が
決まり，さらに i 2 も決まる。
　さらに（4）′，（5）′に i 1，i 2 を代入してk 1，k 2 が決まる。そして（12）′，（13）′に p 1，p 2，k 1，k 2 を代入









の定数については t1 ＝ 100，t2 ＝ 80，R1＝ 0.004，R2＝ 0.004，a ＝ 320000，b ＝ 1024000/9，α＝ 1/2）。
そうすると，次のような数値が得られる（表 1）。
表 1
N1/N2 p1/p2 i 1 i 2 k 1 k 2 N1 N2 N11 N12 N21 N22












N1/N2 p1/p2 i 1 i 2
0.94 1.245902 0.240146 0.574818
0.95 1.2 0.241818 0.572727
0.96 1.15625 0.243478 0.570652
0.97 1.114504 0.245126 0.568592
0.98 1.074627 0.246763 0.566547
0.99 1.036496 0.248387 0.564516
1 1 0.25 0.5625
1.01 0.965035 0.251601 0.560498
1.02 0.931507 0.253191 0.558511
1.03 0.899329 0.25477 0.556537
1.04 0.868421 0.256338 0.554577






















N1/N2 p1/p2 i 1 i 2 k 1 k 2 N1 N2 N11 N12 N21 N22
1 1 0.245077 0.568654 80875.3 64700.2 1010.9 1010.9 99.1 99.1 183.96 183.96



















N1/N2 p1/p2 i 1 i 2 k 1 k 2 N1 N2 N11 N12 N21 N22
























程式が12本，未知数が p 1，p 2，i 1，i 2，k 1，k 2，N1，N2，N11′，N12′，N21′，N22′ で12コなので，柴田が述
べるように体系は閉じているようにみえる。
　しかし，注意しなければならないのは，計算のなかで柴田が財の単位の違いを無視してしまっている
ようであるということである。たとえば柴田があげた式（6）は N11′＝ N12 というものであるが，この場
合，N11′は第 1 地域（つまり今の場合イギリス）の資本家の需要する第 1 財（つまり羅紗）の量であり，
N12′は第 2 財（つまり葡萄酒）の量であるが，羅紗と葡萄酒の単位は異なるのでそれを等しいと置くこと








　(100×N1＋80×N2)×0.004＋ N11′＋N21′＝ N1 （10）








100×(R1 p 1+R2 p 2)
―









より，k 1/k 2 が決まる。









となり，i 1/ i 2 が決まる。本文中に記した利潤率の関係式に定数に数字を入れたもの 1－1000×0.004×
(1＋ i 1)－80×0.004×(1＋ i 1)＝ 0 に，ここから i 2 ＝2.25 i 1 として計算すると，
　i 1 ＝0.25
となる。これを i 2 ＝2.25 i 1 に代入すると，
　i 2 ＝0.5625
が得られる。
　（1），（2）より p 1 ＝100なので，これと i 2 ＝0.5625を（3）に代入すると，
　 p 2 ＝100
となる。（4）に i 1 ＝0.25を，（5）に i 2 ＝0.5625をそれぞれ代入すると，
　k 1 ＝80000
　k 2 ≒64000
が得られる。そして（12），（13）に p 1，p 2，k 1，k 2 を代入すると，
　N1＝1000
　N2＝1000


































































であるから，1 ×(0.0045 p 1 ＋0.0045 p 2) (1＋ i )＞ 1，90×(0.0045 p 1 ＋0.0045 p 2) (1＋ i )＞ p 1，120×(0.004 p 1＋
0.004 p 2) (1＋ i )＞ p 2 が成立しなければならない。これは，t 2P/t 2E ＜イギリスの賃金率×(1＋ i )/ポルトガルの賃











賃金率×(1＋i )＝t 2P/t 2E ＜t 1P/t 1E ＜tGP/t GE が成立することを意味する）。そうすると利子費用を含めると，80×














　　　100×(0.004 p 1＋0.004 p 2)(1＋i 1 )≧ p 1
　　　120×(0.004 p 1＋0.004 p 2)(1＋i 1 )＝ p 2
　　　ポルトガルにおいては羅紗が生産されるという前提であるから，同様に考えると，
　　　90×(0.004 p 1＋0.004 p 2)(1＋i 2 )＝ p 1
　　　120×(0.004 p 1＋0.004 p 2)(1＋i 2 )≧ p 2
　　がそれぞれ成立するはずである。イギリスについての式から，
　　　 p 1/ p 2 ≦100/120
　　が得られ，またポルトガルのそれより，
　　　 p 1/ p 2 ≧90/80
　　が得られる。よって，





　　　 p 1(100N1＋80N2)0.004＋ p 1 N11′＋ p 1 N21′＝ p 1 N1
　　　 p 2(100N1＋80N2 ) 0.004＋ p 2 N12′＋ p 2 N22′＝ p 2 N2
　　となる。さてこの二式を辺々足しあわせると，
　　　100×(0.004 p 1＋0.004 p 2 ) (1＋i1 )N1 ＋80×(0.004 p 1＋0.004 p 2 )（1＋i2 )N2
　　　＝ p 1 N1＋ p 2 N2
　　となる。これは二国全体の予算制約式であり，いわゆるワルラスの法則である。なお，この右辺は，両国の労働者の
所得と資本家のそれとの和に等しいはずであるから，
　　　k1(1 ＋i1 )＋k2(1 ＋i2 )＝ p 1 N1＋ p 2 N2
　　と書ける。
　　　（2），（12）より，
　　　100×(0.004 p 1＋0.004 p 2 ) (1＋i1 )N1 ＝k 1(1＋i1 )＝ p 1 N1
　　なので，先のワルラス法則より，
　　　k 2(1＋i2 )＝ p 2 N2
　　　　　　　＝80×(0.004 p 1＋0.004 p 2 ) (1＋i２ )N2
　　となる。よって，
　　　k 2 ＝80×(0.004 p 1＋0.004 p 2 )N2
　　が出る。















を p 1/p 2 ＝p，i１，i２とする。貿易開始後の利潤率が異なるのは資本移動が不可能であるからであることはいうまで
もない。なおそれぞれの国の投下労働量については，必要以上に記法を複雑にしないように先の数値を記す。なお，
交易条件の動き得る範囲は，今の場合は完全特化が前提されてそれぞれの国の国内価格の範囲に入っているのであ
るから，pE ＜p ＜pP である。
　　　それぞれが比較優位財に特化し貿易が開始されれば，
　　　100×(R 1 p＋R 2 ) (1＋i１ )＝ p
　　　80×(R 1 p＋R 2 ) (1＋i２ )＝ 1
　　　120×(R 1 p＋R 2 ) (1＋i１ )＞ 1
　　　90×(R 1 p＋R 2 ) (1＋i２ )＞ p
　　が成立する。さて，イギリスではアウタルキー状態では両財が生産されるので，
　　　100×(R 1 p
E＋R 2 ) (1＋i１
E )＝ pE
　　　120×(R 1 p




　　が得られる。さて，右辺が 1 より大か小かが問題となるが，今，1 より大きくないとする，つまり，
　　　(R 1 p
E＋R 2 )p≦(R1 p＋R 2 )p
E
　　と仮定しよう。そうすると，
　　　R 2 p≦R 2 p
E
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